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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、東京大学大学院学則（以下学則という。）第４４条の規定に基づき、

専門職学位課程（（学校教育法（（昭和２２年法律第２６号）第９９条第２項の専門職大学院

の課程をいう。以下同じ。）の教育に関し、必要な事項について定めることを目的とする。 

（専門職学位課程の目的） 

第２条 専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓

越した能力を培うことを目的とする。 

（専門職学位課程の専攻） 

第３条 学則第４条の専攻のうち、次の専攻を専門職学位課程とする。 

法学政治学研究科 法曹養成専攻 

工学系研究科   原子力専攻 

医学系研究科   公共健康医学専攻 

公共政策学教育部 公共政策学専攻 

（標準修業年限） 

第４条 専門職学位課程の標準修業年限は、専門職学位課程の専攻が置かれる研究科又は

教育部（以下「研究科等」という。）の定めるところにより、１年又は２年とする。 

第２章 課程の修了要件等 

（修了要件） 

第５条 専門職学位課程を修了するためには、第４条に定める標準修業年限以上在学し、研

究科等の定めるところにより、所要の科目を履修して、３０単位以上の所定の単位を修得

しなければならない。 

（在学期間の短縮） 

第６条 研究科等は、前条又は第２１条の規定にかかわらず、第１４条第１項又は第２４条

の規定により当該専門職学位課程に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０２条

第１項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を当該専門職学位課程

において修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該専門職学位課程

の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他

を勘案して、当該専門職学位課程の標準修業年限の２分の１を超えない範囲で研究科等が

定める期間在学したものとみなすことができる。ただし、この場合においても、当該専門

職学位課程に少なくとも１年以上在学するものとする。 



第３章 教育課程等 

（教育課程） 

第７条 専門職学位課程においては、第２条に規定する目的を達成するために専攻分野に

応じ必要な授業科目を産業界等と連携しつつ開設し、体系的に教育課程を編成するもの

とする。 

２ 専門職学位課程は、専攻に係る職業を取り巻く状況を踏まえて必要な授業科目を開発

し、当該職業の動向に即した教育課程の編成を行うとともに、当該状況の変化に対応し、

授業科目の内容、教育課程の構成等について、不断の見直しを行うものとする。 

３ 専門職学位課程の専攻における所要科目、単位及び履修方法については、各研究科等の

定めるところによる。 

（教育課程連携協議会） 

第７条の２ 研究科等に、産業界等との連携により、教育課程を編成し、及び円滑かつ効果

的に実施するため、教育課程連携協議会又はそれに代わる組織（（以下「連携協議会」とい

う。）を置く。 

２ 前項の規定による連携協議会に関し必要な事項は、専門職大学院設置基準（（平成１５年

文部科学省令第１６号）第６条の２の規定に従って、研究科等において定めるものとする。 

（授業を行う学生数） 

第８条 専門職学位課程の専攻において開設される一の授業科目について同時に授業を行

う学生数は、授業の方法及び施設、設備その他教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十

分にあげられるような適当な人数とするものとする。 

（授業の方法等） 

第９条 専門職学位課程においては、その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻

分野に応じ事例研究、現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑

応答その他の適切な方法により授業を行うなど適切に配慮しなければならない。 

２ 専門職学位課程において、大学院設置基準（（昭和４９年文部科学省令第２８号）第１５

条で準用する大学設置基準（（昭和３１年文部省令第２８号）第２５条第２項の規定により

多様なメディアを高度に利用して授業を行う教室等以外の場所で履修させることは、これ

によって十分な教育効果が得られる専攻分野に関して、当該効果が認められる授業につい

て、行うことができるものとする。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１０条 研究科等は、本学の専門職学位課程に在籍する学生（（以下この章及び第５章にお

いて「学生」という。）に対して、授業の方法及び内容、１年間の授業の計画をあらかじ

め明示するものとする。 

２ 研究科等は、学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を

確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたが

って適切に行うものとする。 



（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第１１条 研究科等は授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実

施するものとする。 

（履修科目の登録の上限） 

第１２条 研究科等は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生が１

年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めるものとす

る。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第１３条 研究科等は、教育上有益と認めるときは、学生が研究科等の定めるところにより

他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、当該専門職学位課程が

修了要件として定める単位数の２分の１を超えない範囲で当該専門職学位課程における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学院に留学する場合、休学期間中に外国の大学院にお

いて単位を取得する場合、外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国にお

いて履修する場合及び国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施

に伴う特別措置法（（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月

１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学（（以下「国際連合大学」とい

う。）の教育課程における授業科目を履修する場合にについて準用する。 

３ 前２項に定める履修及び単位認定等に関して必要な手続は、研究科等の定めるところ

による。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第１４条 研究科等は、教育上有益と認めるときは、その定めるところにより、学生が当該

専門職学位課程に入学する前に本学又は他の大学の大学院において履修した授業科目に

ついて修得した単位（（大学院設置基準（（昭和４９年文部省令第２８号）第１５条で準用す

る大学設置基準（（昭和３１年文部省令第２８号）第３１条に定める科目等履修生（（第２４

条において「科目等履修生」という。）として修得した単位を含む。）を、当該専門職学位

課程に入学した後の当該専門職学位課程における授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は、転学等の場合を除き、

当該専門職学位課程において修得した単位以外のものについては、前条第１項及び第２

項の規定により当該専門職学位課程において修得したものとみなす単位数と合わせて研

究科等が修了要件として定める単位数の２分の１を超えないものとする。 

第４章 学位の授与 

（学位の授与） 

第１５条 専門職学位課程を修了した者には、東京大学学位規則に定める専門職学位を授

与する。 



第５章 入学資格、在学年限及び休学等 

（入学資格） 

第１６条 専門職学位課程の入学資格については、学則第１６条第１項の規定を準用する。

この場合において、同項各号列記以外の部分中「修士課程」とあるのは「専門職学位課程」

と、同項第８号中「規則」とあるのは「研究科等の規則」と読み替えるものとする。 

（在学年限） 

第１７条 専門職学位課程の在学年限は、当該専門職学位課程の標準修業年限に１年を加

えた期間とする。 

２ 学則第２条第７項の規定により計画的な履修を認められた者の在学年限は、当該専門

職学位課程の標準修業年限に２年を加えた期間とする。 

３ 前２項に規定する在学年限については、第６条の規定により在学したとみなされる期

間を除いた期間とする。 

４ 学生が、第１項から第３項に規定する在学年限に達したときは、学生の身分を失う。 

（休学及び復学） 

第１８条 専門職学位課程（次条の法科大学院の課程を除く。）の休学期間は、当該専門職

学位課程の標準修業年限の期間と同じ期間を超えることができない。 

２ 前項のほか、休学及び復学については、学部通則の規定を準用する。 

第６章 法科大学院 

（法科大学院の課程） 

第１９条 第３条に定める法曹養成専攻の課程は、専門職大学院設置基準第１８条第１項

に定める法科大学院の課程とする。 

（標準修業年限） 

第２０条 法科大学院の課程の標準修業年限は、第４条の規定にかかわらず、３年とする。 

（修了要件） 

第２１条 法科大学院の課程の修了の要件は、第５条の規定にかかわらず、３年以上在学し、

法学政治学研究科で定めるところにより、所要の科目を履修して、９３単位以上の所定の

単位を修得しなければならない。 

（法学既修者） 

第２２条 本学の法科大学院の課程において必要とされる法学の基礎的な学識を有すると

認める者（以下本条において「法学既修者」という。）に関しては、法学政治学研究科で

定めるところにより、前条に規定する在学期間については１年を超えない範囲で同研究

科が認める期間在学し、同条に規定する単位については３０単位を超えない範囲で同研

究科が認める単位を修得したものとみなすことができる。ただし、法科大学院の課程にお

いて、９３単位を超える単位を修了の要件とする場合には、その超える部分の単位数に限

り３０単位を超えてみなすことができる。 

２ 前項の規定により法学既修者について在学したものとみなすことのできる期間は、第



６条の規定により在学したものとみなす期間と合わせて１年を超えないものとする。 

３ 第１項の規定により法学既修者について修得したものとみなすことのできる単位数は、

次条及び第２４条の規定により修得したものとみなす単位数と合わせて３０単位（第１

項ただし書及び次条第１項ただし書の規定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）

を超えないものとする。 

４ 専門職大学院設置基準第２０条の７第６号に定める認定連携法曹基礎課程（本学の法

科大学院以外の法科大学院のみと同号に定める認定法曹養成連携協定を締結している大

学の課程を含む。第２４条ただし書において同じ。）を修了して本学の法科大学院に入学

した者又はこれらの者と同等の学識を有すると法学政治学研究科が認める者に関する第

１項及び前項の規定の適用については、第１項中「３０単位」とあるのは「４６単位」と、

前項中「合わせて３０単位」とあるのは「合わせて４６単位」と、「第１項ただし書及び

次条第１項ただし書の規定により３０単位」とあるのは「第１項ただし書及び次条第１項

ただし書の規定により４６単位」とする。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第２３条 法学政治学研究科は、教育上有益と認めるときは、本学の法科大学院の課程に在

籍する学生（以下「法科大学院学生」という。）が法学政治学研究科の定めるところによ

り他の大学院において履修した授業科目について修得した単位を、第１３条第１項の規

定にかかわらず、３０単位を超えない範囲で本学の法科大学院の課程における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる。ただし、法科大学院の課程において、９

３単位を超える単位を修了の要件とする場合には、その超える部分の単位数に限り３０

単位を超えてみなすことができる。 

２ 前項の規定は、法科大学院学生が、外国の大学院に留学する場合、休学期間中に外国の

大学院において単位を取得する場合、外国の大学院が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合及び国際連合大学の教育課程における授業科目を履修する

場合について準用する。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第２４条 法科大学院学生が、本学の法科大学院の課程に入学する前に本学又は他の大学

の大学院において履修した授業科目に関し修得した単位（（科目等履修生として修得した単

位を含む。）は、第１４条第２項の規定にかかわらず、（転学等の場合を除き、本学の法科

大学院の課程において修得した単位以外のものについては、前条第１項（（同条第２項にお

いて準用する場合を含む。以下本条において同じ。）の規定により本学の法科大学院の課

程において修得したものとみなす単位数と合わせて（３０単位（同条第１項の規定により

３０単位を超えてみなす単位を除く。）を超えないものとする。ただし、認定連携法曹基

礎課程を修了して本学の法科大学院に入学した者又はこれらの者と同等の学識を有する

と法学政治学研究科が認める者がその入学前に本学の法科大学院以外の専門職大学院設

置基準第２０条の７第６号に定める認定連携法科大学院において履修した授業科目につ



いて修得した単位については、前条第１項の規定により本学の法科大学院において修得

したものとみなす単位数と合わせて４６単位（同条第１項ただし書の規定により３０単

位を超えてみなす単位を除く。）を超えない範囲で修得したものとみなすことができるも

のとする。 

（法科大学院の課程の在学年限） 

第２５条 法科大学院の課程の在学年限は、第１７条第１項の規定にかかわらず、５年とす

る。 

２ 法科大学院の課程において学則第２条第７項の規定により計画的な履修を認められた

者の在学年限は、第１７条第２項の規定にかかわらず、６年とする。 

３ 前２項に規定する在学年限については、第６条及び第２２条第１項の規定により在学

したとみなされる期間を除いた期間とする。 

４ 法科大学院学生が、第１項から第３項に規定する在学年限に達したときは、第１７条第

３項の規定にかかわらず、学生の身分を失う。 

（法科大学院の課程における休学及び復学） 

第２６条 法科大学院の課程の休学期間は、３年を超えることができない。 

２ 第１８条第２項及び第３項の規定は、法科大学院の課程について準用する。 

第７章 雑則 

（その他の規則） 

第２７条 専門職学位課程の標準修業年限、修了要件、教育課程、教育方法その他専門職学

位課程の教育に関する事項で、この規則に定めのないものについては、学則（（第１１条、

第１２条、第３２条及び第３３条を除く。）に定めるところによる。 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２４年９月２７日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２８年６月２３日から施行する。 

附 則 



この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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◆平成１６年０４月０１日 役員会議決 

◇平成１７年０３月１７日  

◇平成１９年０３月２２日  

◇平成２０年０２月１９日  

◇平成２２年０３月２５日 （  

◇平成２４年０９月２７日 （  

◇平成２８年０６月２３日 （  

◇平成３１年０３月２２日 （  

◇令和０３年０３月１８日 （  

◇令和０４年０３月２４日  

◇令和０６年０３月２１日 


